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Ⅰ　埼玉県における低周波空気振動公害

Present State of、Infrasounds

ln Saltama Prefecture

特殊公害科　　小林　良夫・松岡　達郎

1　はじめに

低周波空気振動公害（以後「低周波音公害」）が社会

的に認知されるようになって久しく、その発生件数も増

加値向にあるといわれている。本県においても数年前ま

では散発程度であったものが、最近では連続多発的な様

相を呈してきた。もっとも、これは正確な統計に基づく

ものではなく、公害センターへの検査依頼の状況から判

断しただけであって、なかには数年の係争を経て持込ま

れたものもある。Lかしながら、この1年間（昭和54

年9月～55年8月）の依蹄件数を調べてみると、係争

後1年未満のものが6割を占めている。この数字だけで

は今の現象が一時的なものか否かは即断できないか、他

県の発生状況等を見れば床Lて一過性の現象と看過でき

Table I

るものてはないことがわかる。

以上のことから、早急に綿密な賢態調査をノニ施する必

要があるが、ここでは試験・研究機関として防止対策の

依顔を受けたものについて、その概略を示すとともに診

断事例を報告するものである。

2　検査実績

昭和54年9月から55年8月までの1年間に、公害

センターで放った低周波音公害の検査依療件数は10件

である。このうち検査を実施Lたのは8件でTableI

にその概要を示す。十分に統計的な意味を持っほどの件

数でばないため分析的な説明は不可能であるか、二、三

の傾向をあげると次のようになる。

依頼検査の概要

ノ拓 工場 ・事業場 発生源の施設 苦情内容

‡

苦情妾宅家屋．

内の低周疲昔 d B
（A 2

提示 した対策方法

（その後の状況 ）
備　　　　　　　　 考

周虚数
音 圧

レヘル

ロ 鋳 型製造工場 コ　ン′　プ　レ　′　サ
建具の振動

不 快 感
昆z
2 0

d B
9 4

5 4
サイトブランチ型消音器の取付け　　　　（保蔑㌧

ウ スーパーて－ケノトコ　ン　プ　レ　ノ　サ健 康被害
□

2 5 ： 5 8
ロ

3 5 配管系の防塵（解決）
苦情者は腎臓病一患者て、低筒疲音

により容態か砦化Lた．っ

3 製　　 本　　 所 （断　 裁　 頗 ）不　　　 眠 2 5

山
■
▲ 5 9■
■

3 8
断裁磯の防振

工場外壁材料の変更（解酎

l新鹿磯によって工場外壁か振動L、

低濁度の壁痴放射音が伝搬L た

j 病　　　　　 院 ポ　　　 イ　　　 ラ不　 快　 感 3 15 7 l 3 9
ノ、－ナーのノスル交換（解針

送風機の凰最調節

5 統　 加　T　r＿場 r打　 抜　 磯 ）
小 快 感
頭　 痛

2 0 8 3 4 3 打抜魔の防振（施行中）
打抜傲によって、ごち情者宅家屋の
讐ゝ ‰ 奈羞喜謂 壁詑 、寺内

6 食　 ぷ－　l一　場
十イラ、冷凍機
冷却塔、冷凍庫

不 快 感

吐　 気

2 5′・－

5 0

6 0へ′

6 i
皿 機種変更

防振型防音塀の甜 （施行中）

′7u 食　 品　 工　 場 ホ　　　 イ　　　 7
イ、快 感

昔欲の減退
3 15 7 5 4 3 検　 討　 中

8 鋳　 物　 t二　場 送　 軍　 機

コソフレノサ
建具の振動

8
16
2 5

6 5′一－

7 0
」5 検　 討　 中

9 鋳　 物　 【二　場 キ　　 ュ　　ホ　　 ラ 検査を実施していない

10 マ　ン／　ノ　ヨ　　／
階Fの飲食店に

あるコノフレノイナ
検査を実施していない



（1）苦情対象となる周波数箇域は20～315Hヱ

oct．center　ざreq．）が圧倒的に多い。

これは20Hz未満で苦情を惹起させるにはかなり

のエネルキーを要すること、また315日zより高け

れば耳に聞こえる騒音として認識されやすいこと等が

理由となっているのであろう。

（2）音圧レベルの範囲は60dB以下から90dB以上

まで広く分布している。

これらの中には、現在までに発表されている低周波

音の感覚閥値をはるかに下まわるものもある。特に表

の2、3（ともに25Hzで60　dB弱）の事例は、

苦情者以外の人間には感知されない。しかしながら、

これらについては周到に計画された音源操作によるフ

ライソトテストから、苦情者の知覚の事実が確認され

ている。低周波の閥値は種々指摘されているように、

生体としての個人差が大きいことはもらろん、個人の

おかれた生活環境、社会環境、心理・生理状況によっ

て、また可聴音のマスキングの有無等により大きく変

動する。Lたがって、実験室等の特殊な環境で得られ

た閲値を苦情の事実認定の材料とすることは危険であ

る。

（3）通常の騒音公害に較べて固体伝搬による比率が多い。

通常騒音では苦情対象周波数成分かほとんど空気伝

搬であるのに対L、今回の事例では表の2、3、5、

10（推定）が固体伝旛と認められ全体の4割にのぼ

る。もっともこれは統計的な評価に耐えるものではな

いか偶然にしてはかなりの頻度になっている。固体伝

搬とみなされた事例の概略を以下に示す。

事例2：コンプレノサの配管系の振動がコンプレノサ

室壁を励振L、外壁から低周波音を放射Lたもの。

事例3：断裁機の衝撃振動が、たわみ性の強い工場

外壁（067珊鉄板）の自由振薪を誘起L、外壁の自由

振動モードに等Lい周波数の低周波音を放射Lたもの。

事例5．打抜磯の衝撃振動が苦情者宅家屋を励振L、

家屋構造に起因すると思われる周虚数の低周波音を室

内空間に放射Lたもの。

事例10　二束調査であるが、コンプレソサの振動が

マンショソの隔壁を固体伝搬L室内に低周波音を放射

したものと思われる。

あった。

3．1　苦情内容

苦情者宅は工場と47れ道路を隔てて隣接L、最も近い

音源との距離はおよそ15椚程である。Flgこ1は家屋
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Flg。1苦情者宅家屋内の騒音分析結果

内の音の周波数分析結果であるが、おおむね20～50

Hzの間にエネル辛が分布し、音圧レベルは60～64

dBである。苦情とLては、気持がわるい、イライラす

る、眠れない等、低周波音によるものと思われる心理・

生理影響を訴える。

3．2　音三原の種類と分布

Flg．2に示すとおり、多数の音源が複軌こ分布して

いるため、これらを便宜的に次表のように分額Lた

（Table－Ⅱ）。

苦情苫宅

竃夢

①北別冷凍機

②西側冷虎塵

；‡呂

協田 蜃 言垂

馳 棚 巨獣 芸
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窟 纏　臼

nu】‡（2Fl t
Flgt。2　工場内の音源分布

丁孔ble　Ⅱ　音源の種類

3　複数音源の寄与度の推定例

ここでは表に示した6の食品工場の診断事例を述べる。

この工場は冷凍食品を製造しており、業務の性格上、

ポイラ・冷凍機・冷却塔等の低周波音源が多数あって、

防止対策の前提となる音源寄与の推定が難かしい事例で

－10－

分　類 対　　　　　　　　　　　　 象

冷凍故類
」ヒ側冷凍船 西側俺痍靡（ぎ】2F冷凍鹿部固定席康幸甘
（X l）　 （×1）　 （X2）　 （×1）

冷凍室系
冷却塔符　室内冷凍機⑥　送風頗⑦　コノブレノサ〈卓j
（×5う　 （×2）　 （×2）　 （×4）

ボイラ類 ホイラ埴1
（×3）

そ　の　他
冷凍輸送車丘p

（×1）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＿＿㌦＿
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3．3　寄与度の推定方′去

音源が多数存在する場合、各音源が単独に安音点に与

える影響を推定するにば、

a，各音源を個別に稼動させて受音点における実射直

を得る。

b．各音原のパワ【レベルを実測等により未払受音

点までの距離減衰計算値を得る。

などの方法が一般的である。この工場の場合はFlg．2

に示したとおり、一部を除いて狭い場所に音源が密集し

ているため、パワーレベルの実測に大きな誤差を伴う心

配がある。そこで基本的にはaに準ずる方法を用いたが＼

Table一馴こ示したように、すべての音源を単独稼動

Table　Ⅲ　音源の稼動状況

北　 側 2　　F 固　 定 ポイラ 冷凍室 冷　 凍

冷凍機 冷凍機 冷凍車 類 系 輸送車

北 側
冷凍債

○ × × 〉く ○ 〉く

2　 F
冷凍磯

〉く ○ × × ○ X

固 定

冷凍車
X 〉〈 ○ × ○ ×

ポイラ
類 × × × ○ ○ 〉く

〉く × × （⊃ ×冷凍室
系 〉く

冷 凍
輸送畢

（⊃ ○ ○ ○ ○ ○／×

ルである。これを便宜的に暗騒音と仮定し、北側冷腐磯、

2F冷凍駄、固定冷凍車を各々稼叡させることによって

SPL（dBう

80

70

60

50

40

30

20

20　　31．5　50　　80　125　200　315

Flg・．3　受音点における

冷凍室系の実測騒音スペクトル

SpL（dB）

させることが不可能であった。そこで常時磋動状態であ

った音痴群（冷凍室系）からの音を暗騒音とみなLて、

他の音源の礎動■停止によるレベル差から計算値を求め

ることにLた。また、常時稼動の音源群について各構成

音源からの影響を特定する場合には、bの方法も利用L

た。

以上の推定作業に伴う誤差要臥たとえば他の暗騒音

の存在（特に変動性のもの）などについては、可能な限

りの検証を行った。またTable－Ⅲに西側冷凍機＼コ

ンプレフサの記載がないが、これらは予備調査によって

影響のないことが確認されたためである0

なお、これらの方法によって寄与度の推定がなされた

のら、FFT spectrum analyz（∋rを使用する機

会があったため、COherencyを利用した音源探知の

方法も試みた。

3．ヰ　受昔ノ与引こおける音源別推定騒音スペクトル

3．4．1　冷凍機顛

Flg．3は冷凍宅系以外の音源をすべて停止させたと

きの苦情者宅前庭（受音点）における実測騒音スペクト

ー王1－

80

70

60

50

40

30

20

20　　315　50　　80　125　200　315

Flg．4　冷凍鹿撰各音原の
推定騒音スペクトル（計算値）

SPL（dB）

80

70

6U

50

40

30

20

20　　315　　50　　　80　　125　　200　　315

FIP15　実測値と計算値の比軒
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生ずるスペクトルの変化から、エ不ルキ差の計算によっ

て各音源か個別に作用する場合の推定騒音スペクトルを

求めた（Flg■・d）r．これにより、受音点で問題となる

20′＼5　0　Hzについて

a．北側冷凍機は25王iz（64dB）、50Hz（58dB）

成分に大きく寄与していること。

b．2F冷凍機は50員Z（56dBl成分に寄与してい

ること。

C，固定冷凍車については、はとんど問題かないこと∈、

が推定できる。

計算値の信頼性を検討するために、各音源の計算値と

冷凍室系の実測値をェネルキ和したもの（トータル計算

値）と、それらすへてが同時に稼動した場合の実測値

（トータル実測値）を比較してみた。Flg．5は両者を

プロノトLたものであるが、良好な一致をみている。こ

の結果、少くとも実劇中に問題となるほどの変動性の暗

騒音がなかったことが証明された。

3．ヰ．2　ホ　イ　ラ

同様にLて、ボイラが単独に稼動Lたときに予想され

る騒音スペクトル計算値をFlg■．6に示す。図から受音
SPL（dB）

80

70

60

50

40

30

20

送風故、屋上の冷却塔によって構成されており、これら

のいずれも停止することかできなかったため次のように

して各々の寄与を推定Lた。

まず冷却塔直近の実測騒音スペクトルから冷却塔のパ

SPL（dB）

80

70

60

50

40

30

20

20　　315　　50　　80　　125　　200　　315

Flg．7　冷却塔の影響

SPL（dBう

80

70

60

50

40

30

20

20　　　315　　　50　　　80　　125　　200　　315

Flg．6　ボイラの推定騒音スペクトルし計算値）

点に対する寄与は40壬壬z（64dB）が大きいことがわか

る。

計算値を検証するために、ボイラか他の音源群から離

れていることを利用Lて、パワーレヘルの実測を行い距

離減衰による計箸値を求めて比較Lた（Flg・．6〕。100

Hzまでは距離減衰計算値のほうが若干低い値を示して

いるが、これは点音源と仮定したための無理か生じたの

であろう。ここではむしろ両者のスペクトルパターンの

相似性に注目し、計算値の信頼性を評価したい。

3．ヰ3　冷摺宇系

冷凍室系として分類した音原は、室内の冷凍戯および

－12－

20　　315　　50　　　80　　125　　200　　315

Flg。8　壁廟放射音の影響

SPL（dB）

80

70
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50

40

30

20

ク0　　　315　　【訂）　　80　　　125　　　200　　315

Flg．9　実測値と計算値の比較



ワーレベルを求め、点音原と仮定した距離減衰計算値を

得た。F⊥g．7は冷凍室系全体の安音点における実測値

と前述の計算値を比較したものである。図から50日z

以上、特に50～100Hzでよく一鼓しており、この帯域

の音についてははぼ冷却塔によるものと推定される・ユー

方、20～40王izでは冷凍室系全体の実劇値か10　dB

はど高く、この帯域の音は冷却塔以外の音源によるもの

とみなす必要かある。

次に冷凍室内において冷凍戚、送風故による室内騒音

を実測し、コンクリート壁（厚さ400m、画廊匡ノしタ

ル塗り）の透過損失を考慮して受音点のスペクトルを計

算したが、コンクリート壁の大きな遮音量によって全く

影響を及ぼしていないことが判明した。

そこで冷凍室外壁か振身していることに注目し、固体

伝搬による壁面放射音を求めてみた（Flg■．8）。同図に

比較としてのせた冷凍室系全体の実測値と較べると、20

～315Hzでよくあっており、外壁振動によってこの帯

域の音が供給されている可能性が高い。Flg■．9は計算

によって求めた壁面放射音と冷却塔からの直接音のエネ

ルギ和と、冷凍室系全体の実測値を比較したものである二，

両者はよく一致しており、他に考えられる音源かないこ

SPしdB）

80

70

60

50

40

30

20

20　　315　　50　　80　125　　200　　315

Flg，10　冷凍輸送車の
推定騒音スペクトル（計算値）

3，5　音源別測定方′去による寄与度のまとめ

34によって得られた各音腐の受音点におけるスペク

トル計算値をすへてエネルギ和し、全音波線動時の実測

値と比較した（Fl払11）。

SPLしdB）

とから計算値はほぼ妥当なものであると思われる。　　　　　　80

以上によって冷凍室系については、冷却塔の50Hz

（58dB）、63Hz（57dB）、冷凍室外壁の25Hz（57

dB）、50Hz（54dB）、63王壬z（57dB）が注目される。

3．ヰ．ヰ　冷凍輸送車

冷凍輸送車の稼動・停止は事情により他のすへての音

源か稼動Lているときに行われた。幸いにも冷凍輸送車

は受音点に近くLかも大きなパワーであったため、稼動

一停止によるスペクトルの変化が明瞭であった。Lたか

ってエネルギ差を求めるときに生ずる誤差は十分無視で

きるものと思われる。Flg，10は冷凍輸送車が単独に

稼動Lたときのスペクトル計算値である。これより、受

音点には50Hz（70dB）が強く影響Lている。

Table　Ⅳ

70

60

50

40

30

20　315　50　　80　125　200　　315

Flg．11　全体の実測値と計算値の比較

またTable一一Ⅳは、苦情者宅で問題となる20～50

各　音　源　の　寄　与　　　　　　　　（dB）

周 波 数

（H z；）

冷　　 凍　　 機　　 類 ボ イラ類 冷　 凍　 室　 系 そ　 の　 他

北 側冷 凍 機 2 F 冷 凍 機 固定 冷 凍 車 ポ　 イ　　 ラ 冷　 却　 塔　 冷 凍 室 外壁 冷 凍 輸送 車

2　0 4 2 3 8 3 8 5 6 3 8 4 7 ∠1 3

2　5 6 4 4 6 4 6 5 8 4 5 5 7 5 1

3 1 5 4 9 4 1 5 1 5 9 3 9 4 3 4 5

4　0 4 6 4 6 4 2 6 4 4 5 4 1 5 8

5　0 5 8 5 6 主8 6 0 5 8　　　　　　　 5 4 7 0
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Hz成分について、各音源の寄与をまとめたものである。　　　　　TableV　匝用磯器および分析条件

衰から、庭先的に対策を行う必要のある音源は、

25Hz　‥‥‥‥　北側冷凍機

315～40王iz　　　　　　ボイラ

50Hz　……‥　冷凍輸送車

であることかわかるロ

36　coberencyによる寄与度の推定

35にまとめられた推定結果は、従来から一般に用い

られている与オクターブ分析を主体とした方法によるも

のであった。ここでは、近年FFT　の普及に伴い、種々

の信号処理に利用されるようになったスペクトル解析に

（Hz）

0　　　20　　　40　　6（）　　80　100　120

在）

固定冷凍車
60・

50・

40・

60・

50・

40■

70・

60・

50・

80・

70・

60●

Flg．12　FFTによるスペクトル分析

捷用分析器

N工COLET　660　2－CHANNEL ANALYZER

分析条件

FRAME SYZE　　　　　2　SEC

AVG．NUMBER　　　200

W工NDOW HUNN工NG

SAMPL．PERIOD　200　Hz

△　で　　　　　　　05Hz

よって、同一現場の診断を試みた。

Flg・．12に受音点のスペクトル（①）と各主要音源

直近のスペクトル（②～⑦）を示した。使用した分析器

および分析条件はTable－Ⅴのとおりである。

受音点のスペクトルをみると＼与オクターブ分析によ

って20～50　Hzとみなした帯域成分が、SlnuS－

01dalな245Hz、4乃王z、49Hzと35～40Hzに分

布するnon－PeriOdLC　な成分からなりたっことがわ

かる。音源のスペクトルでは、ボイラのみが全体にnon

－perlOd⊥Cな様相を示し35～40Hz　にエネルギの

まとまりがみられる。これからただらに、受音点におけ

る35～40m乙　成分はボイラによるものとする推定がな

りたつ。また冷凍輸送車のみに47Hzがみられ、これ

も音源の決定が容易である。一方、245H2：と49Hzは

ボイラを除くすべての音源に存在L、スペクトルの比較

から晋源決定をすることができない。そこで各音源から

受音点に向う信号の流れを仮想Lて両者の問のCOhe棚

rencyを求めた（Table一】Ⅵ）。蓑から245‡i2：

Table　Ⅵ　各音源とのCOherncy

周波数

（H z）

仮想 L

た流れ

車 ○ 日 同

2　4　5 3 9 0

（37～40）

4　7 0 4　9　0

② －－－－→ ① 0 0 1 0 0 3 0 9 9 0．4 9

喧トーー■① 0．9 1 0 0 3 0．4 6 0、4 5

④－－－一一十① 0 0 5 0 0 6 0．0 5 0 0 8

⑤→ ① 0 0 5 0 0 4 0 0 6 0．0 5

⑥－－－－一一→ 甘 0 0 9 0 0 2 0 0 6 0 8 0

¢トーーーーう・① 0．0 9 0 5 2 0 3 5 0 0 6

については北側冷凍機の寄与が最も大きく（091）、

49Hzについては冷却塔（080）であることがわか

る。なおスペクトルの比較から明らかな冷凍輸送車につ

いてはやはりCOherencyが極めて大きいが（0．99）、

－14－
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「
考

一方ボイラのそれは良好なCOherencyではない

（052　at39　正之）。この理由としては音源と受音

点間の距離かボイラの場合大きく（45γれ）、信号間の

相関性が低下Lたためであろう。

以上の結果から、優先的に対策が必要となる音源とし

て、北側冷凍機、ポイラ、冷凍輸送車、冷却塔をあげる

ことができる。これらは冷却塔を除いて、35の結果と

一致する。

3．7　事例報告のまとめ

低周波音源が多数ある工場において、苦情老宅に影響

を及ぼす音源を特定するために、二つの異なる方法を用

いて診断したが、はぼ同様な結果を得た。この事例では、

定常音であったこと、晴騒音が低かったこと等から＼す

オクタ∴－ブ分析を中心とした音源別の測定方法でも結果

とLては大きな誤りを犯すことはなかった。

Lかしながら、たとえばFlg．11に示された計算値

と実測値の一致だけでは、各音源、各周波数のすべてに

わたって計算値の妥当性を必要・十分に採証するもので

はない。すなわち各音源の稼動・停止に伴うスペクトル

変化が少ないものについては、わずかな分析誤差が補正

量に大きな影響を与える。Lたがって卓越Lたレベルを

持つ音源が各周波数にうまく分布Lていればよいが、同

レベルの音源が複合するような場合には問題が残る。そ

Lて音源を特定する判断の根拠は、結局、計算値と実測

値の相似性しかなく、これは決Lて確実な方法ではない。

また当然のことながら、近接する周波数を持つ音源の分

離は不可能である。これは、冷凍輸送車（47壬iz、66

dB〕にかくれた冷却塔（49三三z、62　dB）を見失

うという結果を惹き起こLている。

一方、FFT analyzer　を利用する方法において

は、FFT　が本来持つ周波数弁別性の良さとあわせて、

coherencyによる評廊が極めて明解であった。この

方症は音痴の特定を短時間に精度良く実行できる点で、

前者の方法よりはるかに優れている。LかL、現場に応

用する際は種々注意を要する場合がある。たとえば、マ

イクロフォンの空間的な配置を考慮Lないと、二点間の

距離や障害物等によって生ずる二次音源の有無等によっ

ては、COherencyが真の値より低下する。また、ご

く接近した周波数を比較する場合、Wlndowの選択に

よっては著しいIeakag・e　によりCOherency自体の

信額性か損われる場合もある。したがってこのような問

題を無視したまま、単にCOherent out－Put

POⅦ・erなどにより特定音源稼動時の受音点におけるス

ペクトルを推定することは危険である。これらについては、

診断事例を増やし適切な応用技術を確立する必要がある。

なお本事例の防音対策としては、械種変更、設置場所

の変更ならびに防振型防音壁の設置等の方法を提示し、

現在施工中である。効果判定はついては後日測定し、機

会をみて報告したい。

ヰ　あとかき

現在、「低周波空気振動規制法」はない。したがって

苦情が存在しても行政が認知し規制することはできない。

一方、試験・研究機関としては、防止対策等の依転を受

ければ必然的に測定・分析を実行する。Table叫Ⅰは

このような事例の集計であった。このうち防止対策案を

提示Lた6件中、対策を実施L解決したものと施工中の

ものをあわせると5件である。これは極めて優秀な解決

率である。（当センターの取扱い事例で、通常の騒音・

振動の解決率は5割程度である。）この成果は各現場を

担当Lた市役所の公害担当職員の熱意と、法律的には対

策義務の無い事業者の理解によるものである。このよう

に公害紛争の解決に必要な熱意や理解が、規制する法律

のない公害で顕著に現われたのは皮肉であるが、裏を返

せば、低周波空気振動公害に関する一般の認識が決Lて

低くはないことを意味Lているのであろう。

低周波空気振動公害は深刻な被害を与える場合が多い。

表の事例の中で、ある苦情者は何通も遺書を用意Lてい

たL、別の苦情者は毎日精神安定剤を服用Lていた。法

律かすぐに整備される見通しがたっていない現在、早急

な規制が無理であるなら、少くとも未然防止を目的とL

た種々の施策（たとえば、低周波音麿となる可能性のあ

る施設を届出制にする等。）を行い、被害の増大を防ぐ

必要があると思われる。
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